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チャネル問における価格一数量競争

成生達彦・鈴木浩孝

　本稿では，生産者と小売業者からなるチャネルの間での価格一数量競争について検討する．生産者
間では価格競争が行われているが，小売業者の間では数量競争が行われている状況を想定する．この

とき，仮に生産者が小売業者からフランチャイズ料を徴収可能ならば，（逆需要曲線の上方シフトとい

う意味での）需要の増加は出荷価格の下落を導くし，出荷価格は戦略的に代替的となる．他方，何らか

の理由によってフランチャイズ料を徴収できない場合には，需要の増加は出荷価格の上昇を導くし，

出荷価格は戦略的に補完的である．

1．序論

　（逆）需要曲線が上方ヘシフトするとき，同質

財の複占市場において利潤最大化を行動目的と

する生産者は出荷価格を引き下げる．また，生

産者間で価格競争が行われている状況でも出荷

価格は戦略的に代替的となる．確かに，マーシ

ャルの外部性をはじめとする規模の経済が存在

する場合には需要の増加が価格の下落を導くこ

ともあるし，空間的競争モデノレにおいて需要の

増加によって参入企業数が増えるならば，彼ら

の間の競争が激しくなり価格が下落することも

起こり得る．また，生産者が供給する財が相互

に補完的な場合には，彼らの価格が戦略的に代

替的となることもある1）．本稿では，同質財を

供給するチャネル間での競争について検討し，

これらのことが同時に起こり得ることを示す．

　生産者が財を消費老に直接販売することは稀

で，多くの場合，そのプロセスには小売業者を

はじめとする流通業者が介在している2＞．本稿

では，生産者と系列の小売業者からなるチャネ

ルの間での価格　数量競争について検討する．

いま，生産老間では価格競争が行われているが，

系列の小売業者の間では数量競争が行われてい

るものとする3）．この状況で需要が増加すると

き，仮に生産者が小売業者からフランチャイズ

料を徴収可能ならば，生産者は出荷価格を引き

下げるし，出荷価格は戦略的に代替的となる．

　この前半部分は，次のように直感的に説明す

ることができる．いま，需要曲線が上方ヘシフ

トしたとしよう．このとき，フランチャイズ料

を徴収できる（寡占的）生産者は，自ら（または

チャネル）の利潤最大化のために販売量を増や

そうとする．この販売量は小売業者の注文行動

によって規定される．ここで注文量が出荷価格

の減少関数であることに留意すれば，生産者は

小売業者から多くの注文を引き出すために出荷

価格を引き下げることになる4）．そして，この

ことによって増加した小売業老の利益をフラン

チャイズ料として徴収すれば，生産老は多くの

利潤を得ることができるのである．

　本稿の構成は次のとおりである．まず次節で

は，同質財の複占モデルを分析し，生産者が系

列の小売業者を介して財を販売する状況で，小

売業寝間で数量競争が行われるとき，仮に生産

者がフランチャイズ料を徴収可能ならば，需要

の増加は出荷価格の下落を導くし，出荷価格は

戦略的に代替的となることを示す．この結果の

意味を明らかにするために，3節では，何らか

の理由によってフランチャイズ料を徴収できな

い場合について検討する．この状況では，需要

の増加は出荷価格の上昇を導くし，出荷価格は

戦略的に補完的となる．4節では，生産者が小

売業者を統合して消費者に直接販売している場

合，さらには垂直的取引制限である系列店制が

採用されない場合について検討し，2節の結果
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と比較する．ここでの結論の1つは，系列店制　　題は，

がない場合でも，2節の結果は成立するという

ことである．また，生産者による小売業者の分

離は，仮にフランチャイズ料を徴収可能ならば

チャネル間の競争を激しくするし，逆にフラン

チャイズ料を徴収できない場合にはチャネル間

競争を緩和する．最後に5節では，簡単な要約

の後に，関連するトピックスについて議論する．

　　　　　　　　2．モデル

　同質財を生産する2人の生産者α＝1，2）が存

在し，生産者かによって生産された財は系列の

小売業老ガを介して消費者に販売されるものと

する．財にたいする市場の逆需要関数は，

　　　　ρ＝α一聯＝α一ろ（σ1十σ2）　　（1）

で与えられる．ここでヵは小売価格，σは総販

売量，のは小売業者ガの販売量で，αおよび∂

はパラメータである．また，生産者ガの限界

（＝平均）費用をαとし，一般性を失うことな

く。、≦02とする．その上で，複占均衡を保証

し，そこでの出荷価格が正となるために，

362－201＜6z〈861－202
（2）

を仮定する‘）．

　本稿では次のような2段階ゲームについて検

討する．まず第1段階において，各生産者は，

ライバルの出荷価格を所与として，自らの利潤

を最大化するように自らの出荷価格とフランチ

ャイズ料を設定する．これを受けて第2段階で

は，各小売業者が，ライバルの販売量を所与と

して，自らの利潤を最大にするように自らの販

売量を設定する．以下では，このような2段階

ゲームの部分ゲーム完全均衡を求める．

2．1　小売業者の行動

　第2段階において小売業者ガは，生産者がが

設定する出荷価格協とフランチャイズ料瓦，

さらにはライバルの小売業者が設定する販売量

のを所与として，自らの利潤鮎を最大にする

ように自らの販売量（生産者かにたいする注文

量）のを設定する．この小売業者の意思決定問

237

Max〃ご＝（ρ一勘）σrFげ

＝　（α一ゐ（（1乞十（7ゴ）一zoガ）（1ガー．E，　zo．7．’．　（7ガ　（3）

と定式化される．上式の極大化条件より，反応

関数

αガ（（1ゴ）　＝　（6z－zo∫一ろ（7ゴ）／2∂，

　　　　　ガ＝1，2，and　ガ≠ブ （4）

が導かれる（以下では，ガ，ノについての但し書き

を省略する）．これを解けば，小売業者ゴの注

文量は

σゴ（zoご，ωゴ）　＝　（α一2ωガ十zO」）／3ゐ　　　　（5）

で与えられる．このときの総販売量，小売価格

および小売業者ガの利潤は，それぞれ

σ＝（11十（72＝　（2ごz－zo1一ω2）／3∂

」ク＝6z一∂（1＝　（α一トzOl→一zo2）／3

〃ど＝（ρ一ωど）σ一理

　＝（ごz－2zoガ十叙7，）2／9ゐ一、呂

と計算される．

（6－1）

（6－2）

（6－3）

2．2　生産者の行動

　このような小売業老の行動を考慮した上で，

第1段階において生産者ゴは，ライバル生産者

の出荷価格助を所与として，小売業老かに非

負の利潤を与えるという制約のもとで，自らの

利潤πどを最大にするように出荷価格勘とフラ

ンチャイズ料Eを設定する．この生産者の意

思決定問題は

Maxπガ＝＠バのの十E，
s．’．　ε〃＝　（ごz－2z砺十zoゴ）2／9δ一17ン≧0，

zθ．γ・．’．z佐and　Fン　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

と定式化される．制約条件が等号で成立するこ

とに留意し，（5）式および（6－3）式を考慮すれば，



238 経　　済　　研　　究

上式で表現された制約条件付き最大化問題は および社会的余剰S5は，それぞれ

Max乃＝（勧一Cf）（α一2勧十助）／3ろ

　　　　一ト（α一2ωガートωゴ）2／9ゐ，

　　　＝　（α→一zoゴ→一zoゴー3（㌃）

　　　　　（α一2z〃ガートz〃5）／9δ，　zo．7．’．　z〃ガ　（7つ

へと改められる．この極大化条件より，反応関数

zoゴ（zoゴ）鳳（一α一z〃5一ト60ガ）／4 （8）

σゴ（F＝2（α一3cガ十26ゴ）／5ろ　　　　　　　　　　（10－1）

σκF＝（1fくF→一（1蜜「F＝2（2α一61－02）／5∂　（10－2）

ρκF＝　（α一ト2Cl一ト202）／5　　　　　　　　　　　（10－3）

πノ【F＝（ρ一。∂｛7∫＝2（α一3cご一ト2cブ）2／25ゐ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（10－4）

CSκF＝2（2ごz－61－02）2／25∂　　　　　　　　（10－5）

SSκF＝｛2（α一3cl十262）2一ト2（α一362→一2c1）2

　　　　十2（2ごz－01－02）2｝／25ゐ　　　　　　（10－6）

が導かれ，る．これらの反応関数を連立して解け

ば，均衡における生産者ガの出荷価格は

z｛ノダ＝　（一α一ト86ピー26ゴ）／5 （9）

となる6）．ここで，上付κは生産者と小売業者

の間に系列関係があることを示し，またFは

フランチャイズ料を徴収していることを示して

いる．このときの小売業者ガの販売量，総販売

量，小売価格，生産者ゴの利潤，消費者余剰CS

σi

図1．利潤関数のシフト

0

πi

0

Wi

Wi

と計算される7）．

　この際留意すべきことはまず第1に，（8）式

から明らかなように，生産者の出荷価格が戦略

的代替関係にあるということである．というの

は，ライバル生産者ノが出荷価格を引き下げる

と，彼の系列小売業老ノの注文量が増加し，そ

れ・と戦略的代替関係にある小売業者ガの注文関

数は下方にシフトする．その結果，図1に示さ

れるように，生産者ガの利潤関数は右下方へと

シフトするからである8）．

　この状況で各生産者は，費用削減投資を積極

的に行うことになる．このことは，次のように

説明される．自らの限界生産費用のが低下す

れば，（9）式より，生産者∫は出荷価格ω5Fを

引き下げる．このことを予想するライバル生産

者ノは，戦略的代替関係にある彼の出荷価格

ω∬Fを引き上げる．そしてこのことは，再び小

売業者ノの注文量を減らし，小売業者ゴの注文

量を増やすことによって生産者ガの利潤を増加

させるという正の戦略効果を持つのである．

　また第2に，各生産者は自らの限界費用を下

回る出荷価格を設定している．実際，（2）式の

想定［3c2－2Cl＜α⇔3c2一α〈261］より，

zoゴ（F＝　（一α十8c2－2Cl）／5

　　　〈（一α十802一（3c2－6の）／5＝62

であるし，またOI≦c2＜αより，

z〃君F＝　（一α十8（フ1－202）／5

　　　＜（一〇1一ト861－201）／5＝01
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が導かれる．　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ω野＝（5α十80汁26，）／15，

　第3に，（9）式から明らかなように，（αが大

きくなるという意味で）逆需要曲線が上方にシ

フトするとき，各生産者は出荷価格を引き下げ

る．このことは，次のように説明される．出荷

価格を所与として需要のパラメータαが上昇

すれば，（5）式で与えられた小売業者の注文関

数は上方ヘシフトする．ここで留意すべきこと

は，このαの上昇は，小売業者∫の注文関数

［（5）式］にたいして，生産者ノの出荷価格の上

昇と同じ効果を持つということである．したが

って，生産者ガは出荷価格を引き下げることに

なる．

3．フランチャイズ料

　前節の結果は，生産者が小売業者からフラン

チャイズ料を徴収できることに依存している．

このことを明らかにするために，この節では，

何らかの理由によってフランチャイズ料を徴収

できない場合について検討する．

3．1フランチャイズ料を徴収できない場合

　この場合でも，第2段階における小売業者の

行動は，フランチャイズ料を徴収できる場合と

同じである．したがって，第1段階において生

産者ガは，（5）式で表現された小売業老ゴの注

文行動を考慮した上で，ライバノレの出荷価格を

所与として，自らの利潤を最大にするように出

荷価格蹴を設定する．この生産者の意思決定

問題は

Maxπ～＝（勧一のの
＝（zoガー。∂（α一2z〃∫十釧7ゴ）／3∂，　z〃．7．’．　ωど　（11）

と定式化される9）．上式の極大化条件より，反

応関数
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（13）

となる．ここで，上付κは生産老と小売業者

の間に系列関係があることを示している．この

ときの小売業者’の販売量，総販売量，小売価

格，小売業者ガ，生産者ガ，およびチャネルガの

利潤々，さらには消費者余剰および社会的余剰

は，それ，それ．

　σ野＝2（5ごz－76∫十26，）／45ろ

　　σκ＝2（2α一61一σ2）／9∂

　　ρκ＝　（5α一←2（フ1十2c2）／9

〃5＝・（カー勘）σご

　＝4（5α一7Cf一ト2σゴ）2／（45）2ろ

篇κ＝（z〃一のσf

　＝6（5ごz－76ガ十26，）2／（45）2ゐ

4＝（ρ一のσビ

　＝10（5α一7cガ十2（⊃，）2／（45）2∂

　CSκ＝2（2｛z一（⊃1－62）2／81ろ

（14－1）

（14－2）

（14－3）

（14－4）

（14－5）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－6）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－7）

SSκ＝2｛（5ごz－7cl十2c2）2十（5α一702一ト2c1）2

　　　一ト5（2α一61一（フ2）2｝／405ろ　　　　　　　　（14－8）

と計算される．

　この状況では，（逆）需要曲線の上方シフトは

出荷価格の上昇を導くし，出荷価格は戦略的に

補完的である．というのは，ライバル生産者の

出荷価格ω∬の引き下げは，小売業者ノの販売

量のの増加を導き，それと戦略的代替関係に

ある小売業者ガの注文量gごの減少を導く．こ

のことは生産者ガの需要曲線の左下方へのシフ

トを意味するから，彼は出荷価格ω5を引き下

げるのである．

　ここで対称性（61＝02＝o）を想定した上で，

フランチャイズ料を徴収する場合（（9）および

（10）式）と徴収しない場合（（13）および（14）式）

を比較すれば，

z〃f（ωゴ）　＝　（α十zoゴ十2Cf）／4． （12）

が導かれる．したがって，均衡における出荷価

格は

z｛ノκF＝（一α十60）／5＜o＜（α十2c）／3＝zoκ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（15－1）

σKF；4（α一〇）／5∂＞4（α一〇）／9ゐ＝（1κ　（15－2）

ρKF＝　（α十4c）／5〈（5ごz一ト4c）／9＝ρκ　　　（15－3）

gl（＝10（α一。）2／81δ〉π5F＝2（α一。）2／25δ
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　＞6（α一6）2／81ろ＝π〆（　　　　　　　　　　（15－4）

　CSKF＝8（α一。）2／25δ

　　　　　＞8（ごz－o）2／81∂＝　CSκ　　　（15－5）

　SSκF＝12（α一。）2／25ろ

　　　　＞28（ごz一σ）2／81ろ＝SSκ　　（15－6）

を得る．

　この際留意すべきことは，フランチャイズ料

を徴収する場合には，各生産者は限界費用を下

回る水準に出荷価格を設定するのにたいし，フ

ランチャイズ料を徴収できない場合には，出荷

価格は限界費用よりも高く設定されるというこ

とである（逆に，出荷価格が限界費用よりも低

い場合には，生産者の利潤は負となる）．実際，

フランチャイズ料の徴収によって（出荷価格が

限界費用を下回る水準に設定されるという意味

で）二重マージンが解消されるため，小売価格

が低下し，販売量が増加する10）．その結果，生

産者の利潤のみならず，消費者余剰も増加する

のである．しかしながら，チャネルの利潤はフ

ランチャイズ料を徴収できない場合の方が多く

なる．このことは，次のように説明される．フ

ランチャイズ料を徴収できない場合，生産者は

限界費用を上回る水準に出荷価格を設定し，小

売業者もまた自らのマージンを上乗せするとい

う「二重マージン」が発生する．その結果，小

売価格が高くなるという意味で，小売業者を戦

略的に分離することの競争緩和効果が働くため，

チャネルの利潤が増えるのである．

4．流通系列

　この節では，生産者が小売業者を統合し消費

者に財を直接販売する状況や，系列店制が採用

されない状況についても検討し，2節の結果と

比較する．

4．1垂直的統合

　生産者が小売業者を垂直的に統合し，財を消

費者に直接販売するものとする．以下では単純

化のために，費用の対称性（Cl－02＝6）を想定

する．この状況で，仮に生産者の戦略変数が生

産量ならば，クールノー均衡が実現し，そこで

研　　究

の生産者ガの販売量，総販売量，小売価格，生

産者ガの利潤，消費者余剰，および社会的余剰

は，それ，それ，

　　　（7野＝　（α一（⇒／3ろ

σ四＝（1照一ト（1」1＝2（α一〇）／3δ

　ργ1＝α一ろ（1柘「＝　（ごz十20）／3

π野＝　（ρ一α）（7ガ＝　（α一〇）2／9δ

　　C∫γ1＝2（α一6）2／9ろ

　　S∫71＝4（α一。）2／9ゐ

（16－1）

（16－2）

（16－3）

（16－4）

（16－5）

（16－6）

で与えられる1D．ここで，上付き曜は垂直的

統合を示している．

4．2　系列店制が採用されない場合

　次に，生産者と小売業者との間に系列関係が

ない状況について検討する12）．この状況で，小

売業者はいずれの（または両方の）生産老からも

財を入手することができる．それゆえ生産者は，

小売業者からの注文を得るために，ライバル生

産者よりも有利な条件を小売業者に提示する必

要がある．ここでも単純化のために，対称的な

生産費用のもとでの対称均衡（勘＝z〃2＝ω＞0

と瓦＝几＝F＞0）に焦点を絞ることにする．

この際，均衡において両小売業者が財を販売し，

かつ両生産者の出荷価格が正となるために，

（2）式の代わりに，

o〈α＜60 （17）

を想定する13）．

　ここで留意すべきことは，まず第1に，均衡

における生産者の利潤がゼロとなるということ

である．このことは，次のように説明される．

いま仮に，生産者が提示する販売契約（ω，F）

のもとで，各生産者が（1人ずつの小売業者と取

引して）正の利潤を得ていたとしよう．この状

況で，1人の生産者が同じ出荷価格でフランチ

ャイズ料を少しだけ下げた販売契約を提示した

とする．この契約は小売業者にとって有利であ

るから，彼らはともにこの生産者と取引する．

また出荷価格は同じであるから，彼らの注文量
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も変わらない．その結果，この生産者は以前よ

りも多くの利潤を得ることができる．このよう

に，生産者がともに正の利潤を得ている状態は

均衡ではない．また彼らは，損をしてまで生産

することもしない．それゆえ，均衡での各生産

者の利潤はゼロである．また，F＞0のもとで

は，各々の小売業者は1人の生産者に注文する

ことになる．

　これらのことをふまえれば，第1段階におい

て生産者は，ぜロ利潤条件のもとで，小売業者

と取引するために，彼らに対して有利な条件を

提示することになる．この意思決定問題は

Max齢＝（ρ一ω∂σr瓦，

　s．’．πげ一伽一6）の＋Fど一〇，

　ω．γ．’．ωガand　Fガ　　　　　　　　　　　（18）

と定式化される．制約条件式を目的関数式に代

入し，（5）式および（6－3）式を考慮すれば，上式

で表現された制約条件付き最大化問題は

Max防＝（ヵ一6）（α一2ω汁ω5）／3δ

　　ω．γ．’．zoぎ （18ノ）

へと改められる．この極大化条件より，反応関数

ωガ（ωゴ）　＝　（一α一〃フゴ十6c）／4　　　　（19）

が導かれる．それゆえ，対称均衡における出荷

価格およびフランチャイズ料は

ω’＝　（一α一十．66）／5，

F’＝2（α一6）2／25ろ，

（20－1）

（20－2）

で与えられる14）．ここで，上付Fはフランチ

ャイズ料を徴収していることを示している．ま

た，このときの小売業者ガの販売量，総販売量，

小売価格，小売業者ゴの利潤，消費者余剰およ

び社会的余剰は，それぞれ

σ’＝2（α一6）／5∂

4F＝＝4（α一。）／5∂

（2H）

（21－2）

　カF＝　（α十4c）／5

〃’＝2（α『（＝ア）2／25ろ

CSF＝8（α一〇）2／25ろ

SSF＝12（α一〇）2／25ゐ
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（21－3）

（21－4）

（2レ5）

（21－6）

と計算される．

　ここで留意すべきことは，この均衡は，生産

者が得ていた利潤が小売業者に生じていること

を除き，2節で論じた系列店制のもとでの（対称

的な費用を想定した）均衡［（10）式］と一致して

いるということである．このことは，次のよう

に説明される．系列店制がない場合，生産者は

小売業者と取引するために，彼らの利潤を最大

にする契約を提示しなければならない．このこ

とはチャネルの利潤最大化を意味するから，実

現した利潤が誰に帰属するかを別とすれば，生

産者の目的は系列店制の場合と一致するのであ

る．実際，（19）式の反応関数は（8）式と一致し

ており，それゆえ出荷価格は戦略的に代替的関

係にあるし，（20）式より，需要が増加するとき

生産者は出荷価格を引き下げる．また，この出

荷価格は限界費用よりも低く設定されている．

その意味で，2節で得られた結果は，生産者と

小売業者との間の系列関係には依存してはおら

ず，フランチャイズ料の徴収可能性に依存して

いることになる15）．

4．3比較

　これまでの議論を踏まえて，流通系列がある

場合とない場合，さらには垂直的統合の場合の

均衡を対称的な費用条件のもとで比較する．こ

れらの均衡における総販売量，小売価格，卸売

価格，生産者利潤，チャネノレ全体の利潤，消費

者余剰，および社会的余剰の大小関係は次のと

おりである．

　　　　〆＜4yノ＝σ＜〆F＝〆

　　　　〆F＝〆〈が∫＝カ〈カκ

　　　0〈ωKF＝卿F＜ω＝c〈ωκ

πF＝π＝0〈πK〈πκF；9KF＝gF

　　〈π四＝21γ1＝9〈9κ

CSκ＜CS　w＝CS＜CSκF＝CS　F

（22－1）

（22－2）

（22－3）

（22－4）

（22－5）
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　SSκ＜SSγ1＝SS＜SSκF＝5SF　　（22－6）

ここで，上付きのないものは，生産者と小売業

者との間の系列関係もなく，かつフランチャイ

ズ料も徴収していないことを示している．

　ここで留意すべきことはまず第1に，生産者

の利潤は垂直的統合時に最大になるということ

である．他方，社会および消費老の厚生の観点か

らは，系列店制を採用するか否かにかかわらず，

フランチャイズ料を徴収して小売業者を分離す

ることが望ましい．このときには，生産者が出

荷価格を限界費用以下に設定するから，小売価

格は統合時と比べて低くなる（ρκF＝〆〈〆り．

その意味で，小売業者を戦略的に分離すること

によってチャネル間の競争は激しくなる16）．逆

に，フランチャイズ料を徴収できない状況では，

戦略的な分離によってチャネル間の競争は緩和

される．

5．結び

　本稿では，生産者が小売業者を介して同質財

を販売するという状況での複占均衡について検

討した．小売業者間で数量競争が行われ，かつ

生産者がフランチャイズ料を徴収可能な場合に

は，需要の増加にともない生産者は出荷価格を

引き下げる．また，彼らの出荷価格は戦略的に

代替的である．逆に，フランチャイズ料を徴収

できない場合には，出荷価格は戦略的に補完的

で，需要の増加は出荷価格の上昇を導く．以下

では，これらの結果の経験的含意について議論

する．

　生産者が（差別化された財を）消費者に直接販

売する状況で，彼らの間で価格競争が行われる

場合，価格は戦略的に補完的である．この状況

での費用削減投資は激しい価格競争を導くため，

Fudenberg　and　Tirole（1984）が論じたように，

生産者は投資に消極的になる（Puppy　dog戦

略）．しかしながら，本稿の想定のもとでは，出

荷価格は戦略的に代替的となる．この状況では，

費用削減による出荷価格の引き下げは，ライバ

ルの出荷価格の引き上げを導き，自らの販売量

を増加させるという正の戦略効果を持つ．した

研　　究

がって，生産者は費用削減投資を積極的に行う

ことになる（Top　dog戦略）．このことは，寡占

的な半導体産業で，なぜ積極的な費用削減投資

が行われるのかを説明する，

　また生産老が消費者に財を直接販売する状況

では，需要が増加するとき，彼らは出荷価格を

引き上げる．しかしながら，本稿の想定のもと

では，需要の拡大にともない，生産者は出荷価

格を引き下げる．製品ライフサイクルの成長期

において，生産者は需要の拡大にともない出荷

価格を引き下げ，小売業者から多くの注文を引

き出そうとする．このことは小売価格を引き下

げる効果を持つ．もっとも，（αの上昇という

意味での）需要の拡大それ自体は小売価格を引

き上げる効果を持つから，全体としては小売価

格は上昇する17）．ここで注意すべきことは，本

稿における出荷価格は限界価格であり，平均価

格（一ω汁Fノσ∂ではない．平均価格は小売価

格と一致するから，本稿の想定のもとでも，需

要の増加にともない平均出荷価格は上昇してい

る．

　この点に関連して，ベルトラン・モデルとの

関係について述べる．ベルトラン・モデルでは，

同質財の市場において生産者間で価格競争が行

われるとき，たとえ生産者が2人であっても価

格は限界費用と一致し，利潤はゼロとなるとさ

れている．しかしながら現実には，価格を戦略

変数として行動する寡占的生産者は，多くの場

合，ある程度の価格支配力を持ち，利潤を得て

いる．本稿のモデルのように，生産者が（ある

程度の価格支配力を持つ）系列小売業者を介し

て財を販売している状況では，生産者間で価格

競争が行われたとしても，フランチャイズ料を

徴収できるか否かにかかわらず，彼らは正の利

潤を得ることができる．逆に，系列店制がない

場合には，フランチャイズ料を徴収できるか否

かにかかわらず，彼らの利潤はゼロとなる．そ

の意味で，出荷価格を戦略変数とする生産者が

正の利潤を得ることができるか否かは，系列店

制を採用できるか否かに依存することになる．

　最後に，本稿の結果の拡張について述べてお

こう．まず第1に，2人の生産者が差別化され



チャネル間における価格一数量競争

た財を供給する状況でも，本稿の結果は同様に

成立する18）．

　また第2に，生産者→卸売業者→小売業者と

いう3段階のチャネルを想定したとしても，す

べての段階でフランチャイズ料を徴収するので

あれば，この結果は依然として成立する．この

ことは，次のように説明される．フランチャイ

ズ料によって川下の販売業者の利潤を回収でき

る生産者は，チャネルの利潤を最大にするよう

に行動する．したがって，需要が拡大したとき，

彼はチャネルの販売量を増やそうとする．この

販売量は小売業者の注文量に規定され，そして

それは卸売業老の卸売価格の減少関数である．

それゆえ生産者は，卸売価格を引き下げるため

に出荷価格を引き下げるのである．また，ライ

バル生産者が出荷価格を引き上げるとき，チャ

ネルの最適反応が販売量の増加であることに留

意すれば，生産者自身が出荷価格を引き下げる

方向に反応することは明らかである19）．さらに，

（線形ではなく）一般的な需要関数のもとで，多

くの小売業者からなる多数のチャネルが競争す

るという状況への拡張も考えられるが，これは

今後の研究課題である．

　　　　　（投稿受付2004年2月17日目最終決定
　　　　　2005年3月9日，京都大学大学院経済学
　　　　　研究科／京都大学大学院経済学研究科大
　　　　　学院生）

注

　＊　この論文のもととなる研究を南山大学，札幌大

学および日本経済学会で報告した際，東京大学の松村

敏弘氏や大阪府立大学の中山雄司氏をはじめとする参

加者諸氏から有益なコメントを受けた．また，2名の

匿名レフリーからも丁寧なコメントを受けている．さ

らに，日本学術振興会の科学研究費補助金（課題番号

17530320）および京都大学21世紀COEプログラム
「先端経済分析のインターフェイス拠点の形成」から

助成を受けた．記して感謝する次第である．

　1）需要関数の形状次第では，財が相互に代替的な

場合にも，戦略的代替となり得る．この点については，

Bulow，　Geanakoplos　and　Klemperer（1985）やMatsu・

mura（1998）などを参照のこと．

　2）　小売業者が介在する理由の1つは，生産者が販

売上のノウハウを持っていないからである．代替的な

理由は，戦略的分離である．この点については
Bonannno　and　V量ckers（1988）やRey　and　Stlglits

（1988）などを参照のこと．
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　3）　小売業詫間で数量競争が行われる状況を分析し

ている論文として，Matsumura（2003）やFlath　and

Nariu（2005）などがある．

　4）　生産者が独占の場合，需要の増加によって販売

量は増えるが，限界費用の水準に設定される出荷価格

は変わらない．その意味で，この結果は寡占的生産者

間の戦略的な相互依存関係にもとづいている．

　5）3c2－261〈αが満たされないと，市場は生産者

1の独占となる．またα〈8c一2c2が満たされないと，

均衡での生産者1の出荷価格がゼロとなる．このよう

なαの領域が存在するためには，02＜261でなければ

ならない．

　6）　このときの生産者ガのフランチャイズ料は
EκF＝4（α一3cご＋2の2／25δである．また（2）式の条件

下では，この出荷価格は正である．出荷価格が負の場

合，小売業者は（販売量を上回る）大量の注文を行い，

多くの利益を得ることができる．このときには，生産

者の利潤は負となるから均衡ではない．（2）式の条件

が満たされない場合には，出荷価格がぜロとなる均衡

が存在するが，本稿では省略する．

　7）　（2）式の条件下では，これらの値は正である．

　8）利潤関数［（7’）式］の2階の交叉偏導関数は
∂2π／∂勧∂鶴＝一1／9δ〈oであるから，出荷価格は戦略

的に代替的である．フランチャイズ料を徴収可能な状

況での利潤関数はπ＝（ρ一ののであるから，その2

階の交叉偏導関数は
　∂2π／∂勘∂～〃ゴ＝（∂2ρ／∂ωゴ∂zOj）σ汁（∂ヵ／∂ω、）（∂σ、／伽，）

　　　　＋（∂ρ／∂躍ゴ）（∂9、／∂蹴）＋（ρ一。ピ）（∂2σf／∂琳∂砺）

であるが，モデルの想定より∂2ρ／∂勧∂z〃戸
∂2σご／∂勘∂劾＝0である．

　ここで∂σごノ∂ω」＝1／3δ，∂の／∂勘罵一2／3わおよび

∂ガ∂勧＝∂ヵ／∂助に留意すれば，上式の符号が負となる

ことは明らかである．

　9）均衡が複占となるための条件はα〉（7c2
－2Cl）／5で与えられる．この条件は，α＞02のもとで

（2）式の仮定が成立すれば満たされる．

　10）二重マージンについては，Spengler（1950）な

どを参照のこと．

　11）　生産者の戦略変数が価格の場合にはベルトラ
ン均衡（ρ＝c）となるが，本稿では省略する．

　12）　系列店制の下では，系列小売業者は他の生産

者と取引ができない．このような拘束条件を遵守させ

るには，生産者から系列小売業者への誘因提供やモニ

タリングが必要であり，それにはコストがかかるかも

知れない．そのコストが高い場合には，系列店制は採

用されない．

　13）　対称的な費用条件のもとでは，（2）式はこの条

件に改められる．

　14）　ライバルが（20）式で与えられる販売契約を小

売業者に提示するとき，自らも同じ契約を提示すると

いう意味で，この販売契約は対称均衡である．非対称

な費用条件のもとでの非対称な均衡については，今後

の検討課題である．

　15）　また，何らかの理由によってフランチャイズ

料を徴収できない場合には，均衡での出荷価格は限界

生産費用と一致し，小売市場ではクールノー均衡が成

立する．この均衡は，生産者の利潤が小売業者に生じ
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ていることを除き，垂直的統合の場合と一致している．

　16）　この結論はBonannno　and　Vickers（1988）や

Rey　and　Stiglits（1988）と対照的である．

　17）　導入期から成長期への移行に際しての出荷価

格の引き下げは，経験効果に拠るところが大きいよう

に思われる．

　18）　この点については，成生・鈴木（2004）を参照

のこと

　19）鈴木・成生（2003）では，このような3段階の

チャネルのもとで，本稿と類似した結果を導いている．
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